
令和８年度 第１回 甲賀市地域公共交通活性化協議会 次第 

                      ・日 時 令和８年６月２日（火）  

                             １０：００ ～  

                      ・場 所 まるーむ（多目的室） 

                             

１ 開 会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 報告事項 

・報告第１号 役員及び委員の選出について              資料１ 

 

４ 協議事項 

 ・第１号議案 令和７年度事業報告について              資料２ 

 

 ・第２号議案 令和７年度収支決算報告について            資料３ 

 

・第３号議案 令和８年度 補正予算・事業計画（案）について         

資料４ 

 

 ・第４号議案 令和９年度 地域間幹線系統国庫補助金の計画認定申請について 

                                   資料５ 

 

 ・第５号議案 令和９年度 地域内フィーダー系統確保維持国庫補助金の計画認定

申請について                     資料６ 

 

 ・第６号議案 甲賀市地域公共交通計画の修正について         資料７ 

 

５ その他 

  

６ 閉会 



 

甲賀市地域公共交通活性化協議会について 

 

 本市では、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」（平成１９年法律第５９

号）の規定に基づく法定協議会である「甲賀市地域公共交通活性化協議会」を平成２

１年３月１３日に設置しました。 

 本協議会では、地域交通について総合的な検討を行い、関係者と合意形成を図りな

がら、本市にとって最適な公共交通を実現するため、実証実験や利用促進などを検討・

実施しております。 

 また、本協議会には分科会（自動車・運賃協議部会）を設置しており、本部会では道

路運送法の規定に基づく地域公共交通会議の機能を有しておりますことから、主にコ

ミュニティバスの路線再編やダイヤ改定、運賃改定等を運行事業者からの提案に基づ

いて協議いただくこととなっております。 

 



【報告第１号】 役員及び委員の選出について 
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資料１ 

役員及び委員の選出について 

 

１．役員の選出について 

本協議会の任期は２年間であり、昨年度に委員委嘱を行ったことから、今年度は任期の中

間年となります。人事異動等により、変更があった委員を含め、３ページに令和８年度協議

会委員一覧を記載しております。 

監査委員につきましては、昨年度同様、甲賀市区長代表、甲賀市商工会に推薦いただいた

委員に依頼させていただきます。 

 

  （１）副会長    甲賀市都市政策部    藤橋 克志     

 

  （２）監査委員   甲賀市商工会      吉川 徹   委員 

 

甲賀市区長代表     砂地 善彦  委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．分科会委員の選任について 

 設置要綱第９条の規定により、協議会の業務を円滑に行うため、協議会に分科会を設置い

たします。各分科会の部会委員については２ページのとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲賀市地域公共交通活性化協議会設置要綱（抜粋） 

(組織) 

第4条 協議会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、副市長をもって充てる。 

4 副会長は、委員の中から会長が指名する。 

(監査) 

第12条 協議会に監査委員を2人置く。 

2 監査委員は、委員の中から会長が指名する。 

甲賀市地域公共交通活性化協議会設置要綱（抜粋） 

（分科会） 

第９条 第３条各号に掲げる事項について協議会の業務を円滑に行うため、協議会に分

科会を置くことができる。 

２ 分科会の種類は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号）第４条第２項に規定する

地域公共交通会議として設置される自動車部会 

（２） 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第９条第４項に規定する協議会とし

て設置される運賃協議部会 

（３） その他機動的に特定の課題を調査研究するために設置される部会 

３ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 
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①自動車部会員 

下記の規定に基づき、３ページ記載の委員名簿のとおりとさせていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②運賃協議部会員 

 下記の規定に基づき、３ページ記載の委員名簿のとおりとさせていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲賀市地域公共交通活性化協議会自動車部会規程（抜粋） 

（組織） 

第４条 部会は、部会長及び部会委員をもって組織する。 

２ 部会長は、協議会会長が指名する。 

４ 部会委員は、次に掲げる者のうちから協議会会長が指名する。 

（１）国及び県における公共交通に関係する行政機関の職員 

（２）地域における公共交通に関係する諸団体及び利用者の代表者 

（３）関係バス事業者 

（４）一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体が指名する者 

（５）公共交通に関係する部署の市の職員 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が適当と認める者 

甲賀市地域公共交通活性化協議会運賃協議部会規程（抜粋） 

（組織） 

第４条 部会は、部会長及び部会委員をもって組織する。 

２ 部会長は、協議会会長が指名する。 

３ 部会長は、部会を代表し、その会務を総括する。 

４ 部会委員は、次に掲げる者のうちから協議会会長が指名する。 

（１） 国における当該路線を管轄する行政機関の職員 

（２） 地域における公共交通に関係する諸団体及び利用者の代表者 

（３） 運賃を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者 

（４） 運賃を定めようとする路線をその区域に含む県および市職員 
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資料２ 

令和７年度事業報告 

「甲賀市地域公共交通計画」の基本理念のもと、目標を達成するために抽出した１０の課題

をクリアするために定めた４つの基本方針に基づく１５の事業を実施しました。 

≪計画の基本理念≫ 

環境未来都市へ 人と自然の豊かさを創る 甲賀の地域公共交通 

～ 次世代へ みんなで創り 使って 育て 暮らしの一部に ～ 
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※以下、青字で記載している事業は、協議会で経費支出した事業ではなく、市が負担しているが、  

一般会計での支出もしくは他団体が主体となり実施した事業です。 

基本方針１ 「住み続けたいまちを支える」広域幹線網の利便性の確保と利用促進 

・・・主に、ＪＲ草津線等の利用促進を図ります。 

① まちづくりと連携した交通結節機能の整備 

貴生川駅自由通路改修工事を行いました。 

貴生川駅改修工事後写真 

【工事前】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【工事後】 

    

 

② ＪＲ草津線の利用促進と利便性向上 

  県や沿線自治体で組織する「滋賀県草津線活性化・複線化促進期成同盟会」による取り組み実

施や、本市独自に JR と連携しながら、その利用促進や利便性向上、地域活性化に取り組みました。 

 ◆滋賀県草津線活性化・複線化促進期成同盟会による主な取り組み 

    ・レンタサイクルの継続（貴生川駅～油日駅の各駅） 

    ・園児・児童体験学習運賃補助事業 

    ・ＳＮＳ（Instagram）による情報発信 

    ・勉強会、意見交換会への参加 

    ・草津線沿線企業へ公共交通を利用した通勤の啓発等（市内１社とモニター転換実施） 
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 ・草津線を対象とした「フォトコンテスト」の開催（１２３点応募） 

    ・こども ICOCA普及促進事業（甲賀市８０名申請。作成者に２,０００円分の図書カードを進呈） 

 

◆甲賀市独自の取り組み 

    ・ICOCAチャージキャンペーン 

・・・市民交流駅４駅で５,０００円以上チャージした場合に 

オリジナルグッズ（右写真参照）を進呈（先着３００個） 別紙１  

    ・観光まちづくり協会と連携した草津線観光周遊事業 

(1) 鉄道愛好家をゲストとして「甲賀・伊賀の鉄道めぐり 

ツアー」を実施（参加者２６名） 別紙２  

(2) 近江鉄道車内で甲賀市の９つの蔵元が誇る地酒を堪能する「甲賀市版・ 

地酒列車」を実施（参加者７０名） 

(3) 甲賀市内一円を対象とした「フォトギャラリーコンテスト」を実施（１２０点応募）別紙３ 

  

   
 

・甲賀駅改築２０周年記念事業の実施 

駅内外を会場にステージイベント、マルシェ、ワークショップ、展示を実施（約５００人来場） 

別紙４ 

   

 

・２次交通の改善（コミバス・コミタク） 

・コミバス・コミタクの利用促進を図るための実証実験を行いました。 

（１） JR草津線と近江鉄道定期券所有者を対象としたコミバス無料乗車券の配布 

（14人の申請） 

（２） 親子（中学生以上１名＋小学生以下１名）で１日乗り放題となるコミバスフリー乗車

券を８月限定で販売（15枚販売） 

（３） コミタク貴生川エリア内に「甲賀市役所」停留所を追加する実証運行の実施 

（令和７年１０月～１２月） 

（４） コミタク柏木エリア内に「貴生川駅」停留所を追加する実証運行の実施 

（令和７年１０月～１２月） 
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◆公共交通利用促進補助事業 

・駅前活性化実証事業・・・うしかい田んぼアート実行委員会/甲賀駅を育てる会/ 

甲賀市商工会青年部へ補助 

  

    ・公共交通を利用した体験学習等事業費補助金・・・各種団体、小中学校へ運賃を補助 

（７７件、約１,８４４千円を補助） 

 

③ 近江鉄道の利用促進と安全運行の確保 

施設整備等に負担金を支出するほか、県や沿線自治体と連携して利用促進や利便性向上、地

域活性化に取り組みました。 

    ・沿線学校、企業への利用促進啓発、ガチャフェスの実施    など 

   

基本方針２  「地域の暮らしを守る」地域間幹線・支線の維持と効率化 

・・・コミバス、コミタクの改善・ダイヤ改正、信楽高原鐵道の利用促進に取り組みます。 

 

④ コミバス・コミタクの再編 

運転手不足、２０２４年問題への対応、利用状況に応じた効率化および市民等からの意見を

参考に、利便性の向上に取り組みました。 

◆主な改正内容  

・土山地域においてＲ７年２月から実施している「甲賀流公共 

ライドシェア」の実証運行を甲賀地域にも拡充 

   

⑤ 信楽高原鐵道の安定経営と安全運行および利便性の確保 

第三種鉄道事業者として、安全を最優先に施設の修繕や改良を行いました。また、信楽高原

鐵道株式会社と連携して利用促進に取り組みました。 

・社会資本整備総合交付金を活用した施設整備 

・地域と連携した利用促進 

…夢の学習と連携した鉄道見学(４回、約６０名)、 

季節に応じた車内装飾、団体観光誘客 

・近江鉄道「ガチャフェス」開催日に連携事業として、「しがらきフェス」を開催   

    

⑥ 乗り継ぎ環境・接続性の改善 

利便性、快適性の向上を図るため、駅の待合環境の整備を行いました。別紙５ 

・甲賀駅のコミュニティルームをワーキングスペースとして開放しました。（利用者数：３７名） 
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⑦ 人と環境にやさしい車両・施設等の整備 

老朽化したバス車両を低床車両に更新（２両）したほか、心のバリアフリーとして小学生向けに交

通環境学習を実施しました。 

 

・ノンステップバスの紹介                 ・バスの車両観察           

 

 

 

 

  

 

 

   

 

基本方針３  「環境未来都市へ」利用しやすく使いたくなるサービスの展開 

・・・ICT を活用し利便性を向上します。また、過度な自動車利用からの転換を図り、人    

と環境にやさしい移動手段を選択するための取り組みを進めます。 

⑧ わかりやすい情報提供 

・甲賀市公共交通連携時刻表の作成【令和８年４月１日改定分】 

発行部数  エリア版    6,500部（Ｂ3判 カラー 4～8ページ） 

          ポケット版  16,000部（ポケット版 カラー 71ページ） 

配 布 先  各センター等の公共施設、市内有人駅等に設置 

 

・運行情報確認サービスの提供、ホームページでの時刻表掲載 
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⑨ ICT等を活用した利便性向上  

・デジタル定期券システムの継続 

 専用の「ＲYＤＥ ＰＡＳＳ」アプリをダウンロードすることで、「定期券」や「フリー乗車券」をスマホ

等で購入でき、キャシュレス決済にも対応  

    

  ・デジタルサイネージの新設 

  道の駅「あいの土山」・田村神社に、運行時間や運行情報（走行位置、混雑情報）が確認   

できるデジタルサイネージを新設 

     

      

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 周遊性を高めるための利用促進 

上記利用促進事業を参照 

 

⑪ モビリティマネジメントの実施 

市民の公共交通利用促進への意識を醸成するため、「公共交通のまち」を市内外に広くPR 

するためのグッズの追加発注や、甲賀駅２０周年を契機としたイベント開催、各種イベント

会場でのPRおよび将来を担う子どもたちへの利用促進を実施しました。 

 

 ・「公共交通のまちこうか」を PRするための付箋・ファイルの追加発注 

 

・大阪駅を利用される万博来場者に、甲賀市の観光と交通に関するブースを設け、PRを実施 

（令和 7年 6月 7日～8日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他設置場所】 

・貴生川駅 

・甲賀市役所前バス停 

・甲賀市役所 

・信楽駅 

・甲賀病院 

・近江土山バス停 
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・立命館大学BKCウェルカムデーにおいて、交通に関するブースを設け、PR を実施 

（令和７年 10月 11日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

・県と連携した交通環境学習の実施 

公共交通に関心を持ち、短期的な利用につなげるとともに、将来的な利用に結び付けるこ   

とを目的に、小学生を対象として、環境にやさしい公共交通についての学習を実施しました。 

（Ｒ７実績）９校、９回実施 

伴谷小４年生、柏木小２年生、綾野小２年生、大野小２年生、土山小１・２年生 

甲南第一小２年生、甲南第三小４年生、甲南第三小４年生 

小原小学校１・２年生 

      ※学習効果を最大限にするため、本市独自に「運賃補助制度」を創設し、校外学習での 

利用を促進しました。（市内小中学校を中心に２７校が制度を活用） 

  

  

 

基本方針４  「オール甲賀で未来につなぐ」持続可能な仕組みづくり 

・・・不足する運転手の確保、新たな収益モデルの構築を目指すとともに、地域と連携し 

て持続可能な仕組みを構築するための事業を実施します。 

 

⑫ 関係する団体や機関との連携推進 

・各種同盟会との連携 

滋賀県草津線活性化・複線化促進期成同盟会・関西本線木津亀山間活性化協議会 

びわこ京阪奈線建設期成同盟会・信楽高原鐵道利用促進協議会 

近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会 
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　地域が実施する自主運行事業等への支援について

２　公共交通利用促進協働事業

　
　市、市民とともに地域の特性に応じた利用促進を実施した経費に対し補助する。
　　（補助対象となるもの）
　　・移動に関して、ニーズ把握のためなどに実施するアンケート、調査費用
　　・先進事例の視察や講演会における講師謝礼に関する経費
　　・その他、計画に基づき実施する利用促進に資すると判断できるもの
　　　【事業実施の例】
　　　・お年寄り向けのコミタクの乗り方教室開催経費
　　　・バスや鉄道を利用した親子向けの乗車体験やスタンプラリーなどの開催に要する費用
　　　・区や地域の特性にあわせた地域版時刻表の作成、利用促進啓発チラシの作成経費
　　　・移動に関しての困りごとなどのアンケートを実施する経費

１　ボランティア自主運行事業

　
　自家用車や社協等から借り入れした車両を利用し、ボランティアの運転手が通院や買い物などの移動を支援する運行事業に補助する。
　（補助対象となるもの）
　　・車両の借り上げ経費、ガソリン代、保険料等（運行事業に関するもの）
　　・先進事例の視察や講演会における講師謝礼に関する経費
　　・利用者の調整等を行う職員の人件費
　　　※法律で、運転の対価となる謝礼、給料は補助できません。（支払いができない）

■ 補助事業の詳細

  

・近隣自治体との広域連携 

    いこか連携（伊賀・甲賀・亀山） ・ 甲賀市、湖南市広域連携 

 

⑬ 新たな収益モデルの構築 

・地域間幹線系統国庫補助の申請・・・土山本線 

 

⑭ 地域で守り育てる体制の構築 

・持続可能な地域移動支援事業補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ボランティア自主運行事業 

   

 

 

 

２ 公共交通利用促進協働事業 

うしかい田んぼアート実行委員会（田んぼアートの開催経費）  

 

 

・大原上田買物支援 

・拝坂見守り隊   （計２件） 
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甲賀駅を育てる会・甲賀市商工会青年部（駅の活性化、利用促進に資する事業） 

   

 

 

 

 

 

 

 

（実績） 

公共交通利用促進協働事業：３件 

（貴生川まちづくり協議会、甲賀駅を育てる会、甲賀市商工会青年部） 

 

 

⑮ 地域公共交通の担い手確保 

運転手不足の改善のため、県や国、事業者との意見交換を定期的に開催 

● 協議会開催状況 

令和７年度の協議会開催実績は以下のとおりです。 

開催日 事 項 主 な 内 容 

令和７年５月１９日 第１回甲賀市地域公共交通活性

化協議会 総会 

・令和６年度事業報告及び決算について 

令和７年度事業計画及び予算（案）について 

・地域間幹線系統国庫補助金の計画認定申

請について 

令和７年８月１日 

（書面報告） 

甲賀市地域公共交通活性化協議

会 総会（報告事項） 

・令和７年度事業計画について（報告） 

令和７年１２月１２日 第１回甲賀市地域公共交通活性

化協議会 自動車部会 

・令和８年度ダイヤ改正方針について 

・甲賀地域における新しい公共交通サービ

スの実証運行について 

令和８年２月１３日 第２回甲賀市地域公共交通活性

化協議会 自動車部会 

・コミバス・コミタク令和８年度４月１日ダ

イヤ改正について 

令和８年２月２０日 

（書面決議） 

第１回甲賀市地域公共交通活性

化協議会 運賃協議部会 

・令和７年度コミュニティバスダイヤ改正

にかかる運賃について 

令和８年３月２６日 第２回甲賀市地域公共交通活性

化協議会 総会 

・令和８年度事業計画及び予算（案）につい

て 

・地域間幹線系統国庫補助金にかかる地域

公共交通計画の変更認定申請について 
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● 令和７年度 甲賀市コミバス・コミタク・公共ライドシェアの利用実績について 

  別紙6 に「甲賀市コミュニティバス等路線別利用実績」を掲載しております。 

  全体の利用者数は、561,096人で、令和６年度と比較して562人増加（前年度比100,1％）

しております。 

 

 

 

 

・コミバス 519,161人・・・5,730人減少（前年度比 98.9％） 

・コミタク、デマンド 36,725人・・・ 1,082人増加（前年度比 103.0％） 

・公共ライドシェア 5,210人 

    

 



別紙１

11



別紙２

12



別紙３

13



別紙４

14



甲賀市地域公共交通活性化協議会（ 甲賀市役所交通政策課内）

📞 0 7 4 8 -6 9 -2 2 1 6 （ 交通施設係　 平日 8 :3 0 ～1 7 :1 5 ）

別紙５
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≪第２号議案≫　令和7年度収支決算報告について 資料３

科目
本年度

予算額（A）
収入額（B）

比較増減
（B-A）

金額

市負担金 甲賀市負担金 11,079,317

11,079,317

補助金 7,000,000 0 -7,000,000 国庫支出金 地域間幹線系統補助金 0

利用料 シェアサイクル 8,268

利息 決算受取利息 1,266

委託事業 市制20周年記念硬券委託販売 16,150

25,684

合計 20,567,000 11,105,001 -9,461,999 

科目
本年度

予算額（A）
支出額（B）

比較増減
（B-A）

事業名 金額

飲料費等 会議茶代 7,020

委員謝礼等 対象者７名（内源泉徴収税額3,773円） 123,181

130,201

郵送料 給与支払い報告書・源泉徴収票送付 3,520

消耗品費 ゴム印・ラミネート等 3,906

振込手数料 受託業務支払、委員報酬等計110件 41,030

48,456

フリー券印刷費 コミバスフリー乗車券印刷 42,900

時刻表作成（ポケット版） 1,565,300

時刻表作成（エリア版） 554,400

備品購入費 パンフレットラック、メッセージボード 82,900

作成負担金 草津まち歩き新聞信楽版作成 450,000

2,695,500

補助金 地域間幹線系統補助金 0

0

利用促進・啓発物品
購入等

クリアファイル、うちわ、トートバック等 573,100

利用促進事業委託等 草津線を活用した利用促進事業委託等 4,078,800

校外学習等運賃補助金
公共交通を利用した体験学習等事業費
補助金（７７件）

1,844,174

甲賀駅20周年事業経費
イベント開催経費、写真展示・風鈴事業
等

1,156,060

新しい移動手段の導入
実証事業

甲賀駅コミュニティルーム活用実証事業 12,496

モビリティマネジメント
事業

コミバス夏休み限定親子パス・鉄道並行
路線無料実証運行

165,979

ICT関連事業運営経費 貴生川駅コインロッカー修繕 400,235

8,230,844

20,400,000 10,926,344 -9,473,656 10,926,344

合計 20,567,000 11,105,001 -9,461,999 0

収入の部

令和７年度収支決算報告

項目

計（負担金）

負担金 11,079,31713,357,000 -2,277,683 

諸収入 -184,316 25,684210,000

計（諸収入）

支出の部

会議費 120,000

1,456事務費

10,201130,201

48,45647,000

項目

計（会議費）

計（事務費）

事業費

3,000,000 2,695,500

10,400,000

7,000,000 0 -7,000,000 

-304,500 

8,230,844 -2,169,156 

1

情報発信
事業

利用促進
事業

差引残高（次年度繰越）

小計

計(事業費）

時刻表作成費

コミバス運行
事業

小計

小計
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《第３号議案》令和８年度 補正予算・事業計画（案）について 

1 

 

資料４ 

令和８年度 補正予算・事業計画（案）について 

 

 ３月の総会において、今年度予算を承認いただきましたが、国補補助金を活用した事業

について、２件の補正予算ならびに配分経費の変更を上程いたします。 

 なお、本件につきましては、市６月議会において増額補正を上程しておりますので、議

決後に予算の執行いたします。 

 

【補正概要】 

① 滋賀デスティネーションキャンペーンを契機とした公共交通利用促進事業 

総会においても説明いたしましたが、令和９年秋に開催される「滋賀デスティネーシ

ョンキャンペーン」の実施に向け、鉄道を活用した観光誘客を図るための事業に要する

予算を追加いたします。 

② 甲賀市地域公共交通計画の中間評価・見直しにかかる各種事業 

本年度「甲賀市地域公共交通計画」の中間評価を実施するにあたり、利用状況の分析や

コミバス等の再編業務等に必要な経費を追加するものです。 

なお、①、②について、国庫補助対象事業を申請（事前承認は終了）しており、市一般

財源にかかる追加経費はありません。 

③ 配分経費の変更 

昨年度事業が終了しましたので、事業実績を参考に事業費に係る配分を変更します。 

 

【事業計画（案）】 

① 滋賀デスティネーションキャンペーンを契機とした利用促進事業 

  令和９年秋からの滋賀デスティネーションキャンペーンの実施に向け、鉄道を利用し

た観光客の受入体制を拡充するとともに、鉄道を利用した全国各地からの誘客を図るた

め、JR と連携した利用促進や情報発信、２次交通の充実など、国庫補助事業を活用して

事業を実施するものです。 

 

 (1)市内での滞在を促進する取組 

   ・JR 草津線や地域素材を活用した誘客事業の企画、実証事業の実施及び翌年度に向

けた効果検証 

 (2)魅力を発信する取組 

   ・情報発信ツールの構築やデジタルマップ、PR グッズ作成等 

 (3)受入体制を拡充する取組 

   ・二次アクセスの充実、観光地の磨き上げに向けた試行的事業の実施及び翌年度に向

けた効果検証 



《第３号議案》令和８年度 補正予算・事業計画（案）について 
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② 地域公共交通計画見直しにかかる各種事業 

  現行の「甲賀市地域公共交通計画」は令和５年度から令和 10 年度までを計画期間とし

て解決すべき課題を設定し、各種事業を展開してまいりましたが、想定以上に社会状況

の変化が大きく、施策や計画について見直しを行う必要がありました。今回、国庫補助

事業の採択を受けたため、予算を拡充し事業を実施するものです。 

 

 (1)地域公共交通計画中間評価支援業務委託 …（協議会実施事業） 

   ・市内公共交通に関する現況診断 

   ・現計画の検証、評価、KPI の見直し 

   ・市内公共交通の課題洗い出し 

   ・目指す公共交通網のグランドデザイン再検討 

   ・市内公共交通の再編検討 

 (2)人材育成・データ分析業務委託     …（協議会実施事業） 

   ・乗降データ等のログデータを活用した EBPM 手法による現状分析 

   ・交通空白解消に向けた解決手法の検討 

   ・協議会組織の運営体制強化 

   ・専門家を招いた研修会、課題検討のワークショップ、先進事例の調査研究 

 (3)新しい移動手段の実証運行導入     …（甲賀市実施事業） 

   ・交通空白解消に向け、公共ライドシェアの新規地区実証運行 

   ・コミバス、コミタクの運行見直しにかかる実証運行 

(4)想定スケジュール 

時  期 内  容 

令和８年６月 委託業務について事業者と契約 

令和８年 10 月 計画骨子案取りまとめ 

令和８年 12 月 計画素案取りまとめ 

令和９年１月～２月 パブリックコメントの実施・結果公表 

令和９年３月 計画策定 

 

 



≪第３号議案≫　令和８年度 補正予算・事業計画（案）について

（単位：円）

当初 補正後

市負担金 甲賀市負担金 24,957,000 25,860,000

24,957,000 25,860,000

国庫補助金
地域公共交通確保維持改善事業費補助金
　（地域公共交通調査事業）

0 4,197,000

間接補助金
地域公共交通確保維持改善事業費補助金
　（モビリティ人材・組織育成タイプ）

0 11,800,000

0 15,997,000

広告掲載料 ４枠（@25,000円） 100,000 100,000

その他 預金利息等 3,000 3,000

103,000 103,000

合計 25,060,000 16,900,000 41,960,000

（単位：円）

当初 補正後

会議茶代等 協議会茶代、室料等 20,000 20,000

委員謝礼等 100,000 100,000

120,000 120,000

郵送料 会議案内、会議資料送付等 10,000 10,000

消耗品費 事務用品 10,000 10,000

振込手数料 受託業務支払、委員報酬振込 20,000 20,000

40,000 40,000

情報発信事業 フリー乗車券、時刻表作成、広告掲載等 3,000,000 2,300,000

利用促進・啓発物品購入等 800,000 500,000

滋賀デスティネーションキャンペーンを契機と
した利用促進事業等

5,000,000 10,000,000

校外学習等運賃補助金 1,000,000 1,500,000

新しい移動手段の導入実証事業 1,000,000 0

モビリティマネジメント推進事業 800,000 500,000

ＩＣＴ関連事業運営経費
（デジタル定期券・デマンドＷＥＢ予約・運行情
報可視化サービス等）

700,000 500,000

地域公共交通計画中間評価支援業務委託 12,600,000 11,700,000

人材育成・データ分析業務委託 0 11,800,000

再編検討業務委託 0 3,000,000

24,900,000 41,800,000

合計 25,060,000 16,900,000 41,960,000

3

補正額
（B）

補正後予算額
（A＋B） 項目

科目
当初予算額

（A）
補正額

（B）
補正後予算額

（A＋B） 項目

支出の部
予算額　内訳

103,000

小計

0103,000

小計

小計

小計

120,000

利用促進事業

地域公共交通
計画推進事業

41,800,00016,900,00024,900,000事業費

会議費

40,000040,000事務費

120,0000

令和８年度 補正予算（案）

小計

25,860,000

収入の部

諸収入

負担金 903,00024,957,000

予算額　内訳

補助金 0 15,997,000 15,997,000

小計

科目
当初予算額

（A）
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資料５ 

地域間幹線系統国庫補助金の令和９年度申請および令和８年度前期の状況報告について 

 

１ 令和９年度計画認定申請について 

本市コミバスは経費の増大や利用人数の減少により、その経営が厳しい状況であり、本市か

ら事業者に支出する補助金額についても増加が続いております。 

そのため、新しい収入の獲得が課題となっており、昨年度に「令和８年度（令和７年１０月

～令和８年９月分）地域間幹線系統国庫補助金」の認定を目指し、計画認定申請いたしました。   

つきましては、令和９年度（令和８年１０月～令和９年９月分）については下記のとおり土

山本線に加えて八田線を申請することで進めております。 

なお、申請内容について、現在、運行事業者や関係部局との調整を進めておりますので、申

請額等に軽微な変更が生じる可能性がありますが、事務局一任で申請をさせていただきたいと

考えております。 

 

申請概要 

① 申請する補助事業名称 

地域公共交通確保維持事業 「令和９年度地域間幹線系統確保維持費国庫補助金」 

② 申請する路線（系統） 

（１）土山本線・・・田村神社（甲賀市土山町）―貴生川駅（甲賀市水口町） 

（２）八田線 ・・・下田（湖南市下田）―貴生川駅（甲賀市水口町） 

 

同一補助対象系統として取り扱う運行系統の範囲について 

    本補助金の交付要領に、申請路線に複数の運行系統がある場合、主系統とその他の 

系統を比較し、地域の実情に応じ同一の系統とみなすと協議会が認めるときは、同一の 

補助系統として取り扱うことができますので、以下のとおり同一系統とみなし、補助申

請します。 

  ・補助要綱の基準…異なる区間の延長が主系統の全キロ程の 10％以内（18.2km×10%=1.82km） 

     → 協議会で認める場合…主系統の全キロ程の 20％以内（18.2km×20%=3.64km） 

（主系統） 

   【土山本線】貴生川駅 ― （主な経由地：甲賀市役所・新水口・近江土山） － 田村神社 18.2km 

   【八田線】下田 ― （主な経由地：綾野） ― 貴生川駅 17.2km 

（その他系統） 

      【土山本線】 

１  貴生川駅 ― （主な経由地：水口東高校 【異経路区間延長：2.6km】） － 田村神社 19.1km 

２  貴生川駅 ― （区間急行【異経路区間延長：3.0km】） － 田村神社 15.8km 

３  貴生川駅 ― （主な経由地：甲賀病院 【異経路区間延長：3.1km】） － 田村神社 20.6km 

   【八田線】 

   １  下田 ― （主な経由地：松尾 【異経路区間延長：2.5km】） ― 貴生川駅 17.1km 

   ２  下田 ― （主な経由地：八田） 【異経路区間延長：1.2.km】― 貴生川駅 17.2km 

   ３  下田 ― （主な経由地：平町 【異経路区間延長：1.4km】） ― 貴生川駅 15.9km 

   ４  下田 ― （主な経由地：平和堂 【異経路区間延長：1.8km】） ― 貴生川駅 16.0km 
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③  申請期間 

   令和９年度分・・・令和８年１０月１日～令和９年９月３０日  

 

④  申請する路線（系統）の維持に要する補助見込等 

【土山本線】欠損費用見込  運送収入 － 経常費用 ＝ ５３,７８７千円    

国庫補助金見込 ８,６２３千円 

   【八田線】欠損費用見込  運送費用 － 経常費用 ＝ ２１,０３７千円 

                                   国庫補助金見込 ２,７５７千円 

 

⑤ 運行状況 

【土山本線】 

・計画平均輸送密度  ２．５人／１往復あたり 

・計画輸送量  ４３．５人（計画運行本数３４便/日） 

・運行事業者  ㈱シガ・エージェントシステム 

  【八田線】 

・計画平均輸送密度  ２．３人／１往復あたり 

・計画輸送量  １６．１人（計画運行本数 7 便/日） 

・運行事業者  滋賀バス株式会社 

 

⑥ 申請書 

 別冊資料１のとおり 

 

２ 令和７年度の申請結果について（土山本線） 
 令和７年度（令和６年１０月～令和７年９月分）地域間幹線系統国庫補助金の計画認定申請

いたしました結果について報告します。 

 

① 補助事業名称 

地域公共交通確保維持事業 「令和７年度地域間幹線系統確保維持費国庫補助金」 

 

② 申請路線（系統） 

土山本線・・・田村神社（甲賀市土山町）―貴生川駅（甲賀市水口町） 

 

③ 補助金額 

交 付 申 請 額 ７，８７６千円 

  額  確  定  額 ７，８７６千円 

 

３ 令和８年度前期の状況報告について（土山本線） 

令和８年度（令和７年１０月～令和８年９月分）地域間幹線系統国庫補助金の計画認定申請

いたしましたが、その運行状況について報告します。 

 

運行状況 

① 補助事業名称 

地域公共交通確保維持事業 「令和８年度地域間幹線系統確保維持費国庫補助金」 
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② 申請内容 

・運行系統  

  土山本線・・・田村神社（甲賀市土山町）―貴生川駅（甲賀市水口町） 

（主系統） 

      貴生川駅 ― （主な経由地：甲賀市役所・新水口・近江土山） － 田村神社 18.2km 

 

（その他系統） 

１  貴生川駅 ― （主な経由地：水口東高校 【異経路区間延長：2.6km】） － 田村神社 19.1km 

２  貴生川駅 ― （区間急行【異経路区間延長：3.0km】） － 田村神社 15.8km 

３  貴生川駅 ― （主な経由地：甲賀病院 【異経路区間延長：3.2km】） － 田村神社 20.6km 

 

・補助対象期間  令和７年１０月１日～令和８年９月３０日 

 

 

    

③  申請する路線（系統）の維持に要する補助見込等 

・欠損費用見込  運送収入 － 経常費用 ＝ ２４,０００千円    

国庫補助金見込 8,000 千円 

 

④ 運行状況 

   （R８.4.1～） 

・計画平均輸送密度  ３．７人／１往復あたり 

・計画輸送量  ６４．３人（計画運行本数３４便/日） 

     ・運行事業者  ㈱シガ・エージェントシステム 

 

⑤  利用促進等の取り組みについて 

別冊資料２のとおり 
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様式第１－１（日本産業規格Ａ列４番） 

甲地公協 第    号 

令和 ８年 ６月   日  

国土交通大臣 殿 

                                  住所:滋賀県甲賀市水口町水口６０５３番地 

氏名:甲賀市地域公共交通活性化協議会   

                                会 長   伴   孝  史 

 

地域公共交通計画認定申請書 

 

 地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり

定めたので、関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

 

※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当】                

甲賀市地域公共交通活性化協議会事務局 

（甲賀市都市政策部交通政策課内）  

担当：藤谷、小野山      

TEL．0748-69-2215 FAX．0748-63-4601 

Mail.  Koka10413000@city.koka.lg.jp 
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令和 ８年 ６月   日 

 

          （名称）甲賀市地域公共交通活性化協議会  
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 

甲賀市コミバスの輸送実績は、令和２年度にコロナ禍で減少したものの、その後

は回復傾向にある。しかし、慢性的な運転手不足に加え、２０２４年問題への対

応、また昨今の原油価格・物価高騰の影響による経費の増大により、運行事業者

を取り巻く環境はさらに厳しい状況である。しかし、その一方で高齢化や免許返

納の影響により、市民のニーズは高度化・多様化している状況である。 

特に、コミバス「土山本線」は、鉄道のない旧土山町から本市の中心である旧水

口町へ通じる唯一の幹線交通として、車を運転できない高齢者や学生等を中心

に、生活に必要不可欠な交通として事業の継続か求められている。また、この幹

線交通に通じるコミュニティバス等が支線の役割を果たしている。 

このため、地域公共交通確保維持事業により、ネットワークの軸となる「土山本

線」を確保・維持することで、他の支線等との接続を図り、住民の生活交通手段

を存続させていくことが必要である。 
 

 

 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

 

・土山本線の利用者数をＲ８年度実績と比較して１％増加させる。 

・土山本線の収支率をＲ８年度実績と比較して１％増加させる。 

・土山本線の自治体補助額をＲ８年度実績と比較して減少させる。 

※甲賀市地域公共交通計画 Ｐ４０、４１ 参照 
 

 

 

 

 

（２）事業の効果 

 

土山本線を維持することにより、交通結節点である旧水口町の貴生川駅や市中心

部の旧水口町へ向かう地域の通学・通勤を担う重要な役割を果たしており、その

ため、鉄道がない旧土山町住民生活の必要不可欠な移動手段が確保される。また、

幹線・支線のネットワークの連携により、効率的な運行体系が実現できる。さら

には、外出促進・地域活性化にもつながる。 
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３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

 

・利用者数を便ごとに集計することによる、利用状況に応じた系統や便数、運行

ダイヤの見直し（事業者、市、協議会） 

・運行状況を可視化できるバスロケーションシステムやデジタル定期券、ＧＴＦ

Ｓへの対応など、ＩＣＴを活用した利便性向上（事業者、市、協議会） 

・市内学校にモビリティマネジメントを行う。（滋賀県、市、事業者） 

（甲賀市地域公共交通計画 Ｐ４２～ 参照） 
 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 
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５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 
 

 運行経費：83,359 千円・・・① 

運賃収入：29,572 千円・・・② 

欠 損 額：53,787 千円・・・③＝①－② 

うち、地域間幹線系統補助見込:8,623 千円 

甲賀市負担額：40,852 千円 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

  

 ・運行事業者や市から提供する資料のほか、車両に設置した乗降センサによる

人数カウントやＯＤ調査を実施する。 

 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 

 ※該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

  

※該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

  

 別紙による 
 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

  

※該当なし 

  

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

 

※該当なし 
 

 

 

 

 

 

７ 
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12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 

※該当なし 
 

（２）事業の効果 

 

※該当なし 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する

費用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方

式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

※該当なし 

 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

※該当なし   

 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

※該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

 

※該当なし 

 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

※該当なし 
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18．協議会の開催状況と主な議論 

 

・令和８年６月２日（R8 第１回）  

本事業の概要および地域公共交通計画の変更内容、申請書類について説明

し、合意を得た。 

 
 

19．利用者等の意見の反映状況 

 

住民や利用者の意見を反映させるため、本協議会には区長代表や身体障害者更

生会、PTA,社会福祉協議会等が参画している。 
 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）滋賀県甲賀市水口町水口６０５３        

（所 属）甲賀市地域公共交通活性化協議会事務局  

（氏 名）小野山 忠司                                 

（電 話）０７４８－６９－２２１５             

（e-mail）koka10413000@city.koka.lg.jp     
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 
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表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 9 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間※を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

284 円 51 銭 円 51 銭 円 17 銭

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

351 円 6 銭 円 82 銭 円 6 銭 0 円 0 銭 78 円 15 銭

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

年度 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

6,326.0

(17.4)

(0.0)

(0.0)

(0.0)

往18.2km 往0.0km

復0.0km 0.0km復18.2km 18.2km 復0.0km 0.0km 復0.0km 0.0km

往0.0km
合計 系統

人日 回 0.0

復0.0km 0.0km

往0.0km 往0.0km

人

人日 回 0.0

日 回 0.0

100.000%
（平均） （平均） （平均）

18.2km

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

（平均） （平均）
日 回 2.5 43.5 人

往18.2km

復18.2km北近
畿

1 土山本
線

貴生川駅 新水口 田村神社 362

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

ヌ

他路線
との競
合率

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府
県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率
起点

主な
経由地

終点

①＝カッコ
内

②

計画運行
回数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業
を実施する区域におけ

るキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

運行系統

計画運行
日数

ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ
チ オ オ÷チ＝ク リ

①×②
＝③

基準期間の

基準期間の

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対

象期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合

フ

改定率
コ

基準期間の

北近畿 446 351

　　　　 0

補助ブロック名

補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費

用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

営業外損益 763 経常損益

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

北近畿 297 471

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

479,439.3

経常収支率 20.46

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

446,159.5

経常収支率 16.04

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 18,841 千円 営業外収益 9,065 経常収益（イ”） 27,906

営業費用 128,108 千円 営業外費用 8,302 経常費用（ロ”） 136,410

△ 108,504営業損益 △ 109,267 千円

経常損益

132,738

営業損益 △ 113,444 千円 営業外損益 1,996 経常損益 △ 111,448

営業外収益 1,996 経常収益（イ’） 21,290

営業費用 132,738 千円 営業外費用 0 経常費用（ロ’）

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
301,361.8

経常収支率 16.59

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 19,294 千円

23,552

営業費用 141,995 千円 営業外費用 0 経常費用（ロ） 141,995

事業者名 株式会社シガ・エージェントシステム

補助対象期間の

前々年度(基準期間※)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 20,549 千円 営業外収益 3,003 経常収益（イ）

△ 118,443営業損益 △ 121,446 千円 営業外損益 3,003
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1 0 円

0 0 円

0 0 円

0 0 円

円

1 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

0 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

0 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

0 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

1 0

0 0

0 0

0 0

0.0% 0円 0.0%合計 4,311,500円 9.5% 40,852,855円 90.5% 0円

0円

0

0円

0.0%

0円

37,511,764

北近
畿

4,311,500円 9.5% 40,852,855円 90.5%

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

0.0% 0円

負担額 負担割合

37,511,764 37,511,764 17,246,788 17,246 8,623

0

53,787,355 45,164,355

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

合計 53,787,355 37,511,764

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

53,787,355 45,164,355

0 0 0 0 0 0

北近
畿

53,787,355 37,511,764 37,511,764 37,511,764 37,511,764 17,246,788 17,246 8,623.0

0円 0.0 km 0円

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ

ロック都道府県外
乗入部分及び他
路線との競合部
分以外に係るも

ソのうち補助ブロック
外乗入部分及び同一
補助ブロック都道府県
外乗入部分以外に係

るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほう

の額

ム－ラ＝ウ

0

合計 237,450.8 km 83,359,477円 0.0 km 23,005,255円 184,718.0 km 29,572,122

0円.00銭

0

0

0円 0円.00銭 0円.00銭 0

0円 0円.00銭 0円.00銭 0円.00銭

0円.00銭 0円.00銭 124円.54銭 124円.54銭 0円 0.0 km 124円.54銭 29,572,1220円 0.0 km 23,005,255円 184,718.0 km

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ’÷マ’

＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ
経常収益

ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助金交付要綱別表２（注）４．の適用
がある場合

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外

のキロ程の比
率

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

北近
畿

100.000% 237,450.8 km 83,359,477円 124円.54銭

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ”÷マ”

＝d

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃改
定による増

収分
f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交付
要綱別表２

（注）４．の適
用後のキロ当
たり経常収益
ノ'ーh＝ノ"

補助ブ
ロック

名

0円 0円.00銭 0円.00銭 0円.00銭

補助対象
経常収益
の見込額
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(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並
びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し

 19.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

 20.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額
から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 21.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１
／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

 22.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

 23.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 24.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

 13.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復の
キロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

 14.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

 15.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ
程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

 16.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

 17.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以
外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

 18.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

 7.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

 8.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

 9.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下四捨五入）にて記載すること。

 10.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 11.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 12.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由が
あるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

(1) 記載要領
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佐 山 コ ミ セ ン

神 原

打 越 口

椿 神 社

甲 賀 西 工 業 団 地

寺 庄 駅 北 口

佐 山 小 学 校

笹 路

大 澤 東
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①地域間幹線系統の利用者増・収入増・効率化等に直接的に寄与する取組

取組項目 該当路線 取組年度 参画主体 取組内容 事業実績 R９年度以降の取組方針

一日フリー乗車券の販売 土山本線 H6年度～

甲賀市、甲賀市
公共交通活性化
協議会、㈱シガ・
エージェントシス
テム、滋賀バス
㈱

市内コミバスを１日に限り５００円で乗り放題となる
フリー乗車券を販売

土山本線全利用者数
 ・R7年度下半期　88,140人
　　　　　（前年同時期比-1.5％)

引き続き取組実施

お試し自主返納にかかる１日フリー券の配布土山本線 R7年度～

滋賀県警、甲賀
市、甲賀市公共
交通活性化協議
会、㈱シガ・エー
ジェントシステ
ム、滋賀バス
㈱、信楽高原鐵
道㈱

県警が実施する「運転免許お試し自主返納」に合
わせて参加者に対し、コミバス・信楽高原鐵道の１
日フリー乗車券を配布

１名 引き続き取組実施

無料乗車券制度の実施 土山本線 H26年度～

甲賀市、㈱シガ・
エージェントシス
テム、滋賀バス
㈱

７５歳以上の方、障がい者手帳を保持されている
方に対し、無料で乗車できる制度を実施

土山地域無料乗車券利用者数
　・R7年度下半期　17,884人
　　　　　（前年同時期比+25.2％)

引き続き取組実施

土山地域の持続可能な
移動手段構築に向けた
検討

土山本線 H6年度～

滋賀県、甲賀
市、甲賀市公共
交通活性化協議
会

「滋賀県地域特性に応じた交通ネットワーク構築事
業」の採択を受け、運転手不足などに対応しなが
ら、幹線である土山本線の活性化・利用促進を図
るとともに地域の移動手段を維持するため、新しい
移動サービスの導入を検討

・地域住民、観光客アンケート
・公共ライドシェアの実証運行
・グリーンスローモビリティ実証運
行
・実証運行の分析

県と連携し、情報共有しながら
フォローアップしていく

土山地域のバス路線再
編

土山本線 H6年度～

甲賀市、甲賀市
公共交通活性化
協議会、㈱シガ・
エージェントシス
テム、滋賀バス
㈱

滋賀県と連携して実施しした実証運行結果等をふ
まえ、運転手不足のなか持続可能な交通網を維持
するため、利用が少ないバス路線を廃止し、公共
ライドシェアの実証運行を検討

幹線と接続する４路線を廃止し、
公共ライドシェアの実証運行を実
施

実証運行結果を分析しながら、
本格導入に向けた検討を行う

デジタル定期券の販売 土山本線 H6年度～

甲賀市、甲賀市
公共交通活性化
協議会、㈱シガ・
エージェントシス
テム、滋賀バス
㈱

専用のスマホアプリにおいてクレジットカード等で
定期券を購入可能

土山本線全利用者数
 ・R7年度下半期　88,140人
　　　　　（前年同時期比-1.5％)

引き続き取組実施

乗り継ぎ拠点となるバス
停留所の待合環境改善

土山本線 H6年度～

甲賀市、甲賀市
公共交通活性化
協議会、㈱シガ・
エージェントシス
テム

利用者の利便性向上と利用促進を図るため、雨を
しのげる待合所の設置など、待合環境の向上を図
る

近江土山・・・運行時刻表示デジタ
ルサイネージの設置
田村神社（上り）・水口西部コミセン
（上り）・・・待合所の改修

田村神社（上り）・・・待合所の
改修、運行時刻表示デジタル
サイネージの設置

②その他交通ネットワーク全体の活性化や再編・利用促進につながる取組

取組年度 参画主体 取組内容 事業実績 R９年度以降の取組方針

R3年度～ 甲賀市
市コミュニティバスの運行状況や運行時刻を分か
りやすく案内するために、庁舎、市内主要駅、医療
機関等にデジタルサイネージを設置。

4箇所 引き続き取組実施

R8年度～
甲賀市、甲賀市
公共交通活性化
協議会

市内の公共交通ネットワークの最適化、再構築を
図るため中間見直しを実施。

計画の進捗確認 引き続き取組実施

H29年度～
バス協会・事業
者・市町・県

主に小学校等で交通環境学習を実施 R７：甲賀市内延べ９校、へ実施 引き続き取組実施学校等における交通環境学習

取組項目

利用促進・啓発施策の展開

地域公共交通計画の中間見直し

別 冊 資 料 ２
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令和 ８年 ６月   日 

 

          （名称）甲賀市地域公共交通活性化協議会  
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 

甲賀市コミバスの輸送実績は、令和２年度にコロナ禍で減少したものの、その後

は回復傾向にある。しかし、慢性的な運転手不足に加え、２０２４年問題への対

応、また昨今の原油価格・物価高騰の影響による経費の増大により、運行事業者

を取り巻く環境はさらに厳しい状況である。しかし、その一方で高齢化や免許返

納の影響により、市民のニーズは高度化・多様化している状況である。 

特に、コミバス「八田線」は甲賀市水口町と湖南市下田を主に水口町八田や第三水

口台を経由地として結ぶ路線である。 

湖南市下田や水口町八田、第三水口台は、多くの住居地が立地し、交通結節点で

ある旧水口町の貴生川駅や市中心部の旧水口町へ向かう地域の通学・通勤を担っ

ている。 

このため、地域公共交通確保維持事業により、ネットワークの軸となる「八田

線」を確保・維持することで、他の支線等との接続を図り、住民の生活交通手段

を存続させていくことが必要である。 
 

 

 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

 

・八田線の利用者数をＲ８年度実績と比較して１％増加させる。 

・八田線の収支率をＲ８年度実績と比較して１％増加させる。 

・八田線の自治体補助額をＲ８年度実績と比較して減少させる。 

※甲賀市地域公共交通計画 Ｐ４０、４１ 参照 
 

 

（２）事業の効果 

八田線は甲賀市水口町と湖南市下田を主に水口町八田や第三水口台を経由地と

して結ぶ路線である。 

湖南市下田や水口町八田、第三水口台は、多くの住居地が立地し、交通結節点で

ある旧水口町の貴生川駅や市中心部の旧水口町へ向かう地域の通学・通勤を担って

いるため、最寄り駅の遠い湖南市下田や水口町八田、第三水口台に在住している方

の生活の生命線として必要不可欠な移動手段が確保される。 

また、幹線・支線のネットワークの連携により、効率的な運行体系が実現できる。

さらには、外出促進・地域活性化にもつながる。 
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３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・利用者数を便ごとに集計することによる、利用状況に応じた系統や便数、運行

ダイヤの見直し（事業者、市、協議会） 

・運行状況を可視化できるバスロケーションシステムやデジタル定期券、ＧＴＦ

Ｓへの対応など、ＩＣＴを活用した利便性向上（事業者、市、協議会） 

・市内学校にモビリティマネジメントを行う。（滋賀県、市、事業者） 

（甲賀市地域公共交通計画 Ｐ４２～ 参照） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 
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５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 
 

 運行経費：28,591 千円・・・① 

運賃収入：7,554 千円・・・② 

欠 損 額：21,037 千円・・・③＝①－② 

うち、地域間幹線系統補助見込:2,757 千円 

甲賀市負担額：16,901 千円 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

  

 ・運行事業者や市から提供する資料のほか、車両に設置した乗降センサによる

人数カウントやＯＤ調査を実施する。 

 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 

 ※該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

  

※該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

  

 別紙による 
 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

  

※該当なし 

  

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

 

※該当なし 
 

 

 

 

 

 

７ 
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12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 

※該当なし 
 

（２）事業の効果 

 

※該当なし 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する

費用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方

式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

※該当なし 

 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

※該当なし   

 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

※該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

 

※該当なし 

 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

※該当なし 
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18．協議会の開催状況と主な議論 

 

・令和８年６月２日（R8 第１回）  

本事業の概要および地域公共交通計画の変更内容、申請書類について説明

し、合意を得た。 

 
 

19．利用者等の意見の反映状況 

 

住民や利用者の意見を反映させるため、本協議会には区長代表や身体障害者更

生会、PTA,社会福祉協議会等が参画している。 
 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）滋賀県甲賀市水口町水口６０５３        

（所 属）甲賀市地域公共交通活性化協議会事務局  

（氏 名）小野山 忠司                                 

（電 話）０７４８－６９－２２１５             

（e-mail）koka10413000@city.koka.lg.jp     
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 

 

 

 





表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

295 円 96 銭 円 43 銭 円 97 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

331 円 12 銭 円 82 銭 円 12 銭 0 円 0 銭 103 円 91 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

2581.5

(7.0)

( )

( )

( )

事業者名 滋賀バス株式会社 　R9　　年度

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 125,947 千円 営業外収益 経常収益（イ）

営業損益 △ 398,347 千円 営業外損益 経常損益 △ 396,208

140,976

営業費用 524,294 千円 営業外費用 経常費用（ロ） 537,184

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
1,356,603.8

経常収支率 26.24

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 120,866 千円 営業外収益

営業損益 △ 341,642 千円 営業外損益 経常損益 △ 340,642

経常収益（イ’） 131,759

営業費用 462,508 千円 営業外費用 経常費用（ロ’） 472,401

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

1,567,171.7

経常収支率 27.89

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 121,796 千円 営業外収益

営業損益 △ 392,223 千円 営業外損益 経常損益 △ 381,79910,424

経常収益（イ”） 141,295

営業費用 514,019 千円 営業外費用 経常費用（ロ”） 523,094

19,499

9,075

北近畿

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

1,767,397.8

経常収支率 27.01

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キロ当
たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

301 395

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

北近畿

補助ブロック名
補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費用

（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

446 331

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対象

期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合
フ

改定率
コ

令和　　　年　　月　　日 基準期間の　　　年度 ／３ ％

オ÷チ＝ク リ

令和　　　年　　月　　日 基準期間の　　　年度 ／３ ％

令和　　　年　　月　　日 基準期間の　　　年度 ／３ ％

人

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線
との競
合率

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府
県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率
起点

主な
経由地

終点

①＝カッコ内 ②

計画運行回
数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業
を実施する区域におけ

るキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

運行系統

計画運行
日数

ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ
チ オ ヌ

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

（平均） 往　．　Ｋｍ （平均）
％日 回 2.3 人16.1

北近畿

1 八田線 下田 綾野 貴生川駅 365

①×②
＝③

100.00%
復17．2Ｋｍ 　17．2Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ （平均）
％

往　．　Ｋｍ （平均） 往　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往17．2Ｋｍ （平均）

　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ
％ ％

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ
％

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ
日 回

日 回 ％ ％
往　．　Ｋｍ

％
往　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ
人

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ

日 回 人 ％
復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ
％

　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ
％

往　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ
合計 系統

15,029

12,890

2,139

10,893

9,893

1,000
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1 円

．ｋｍ 円 円 ．ｋｍ 円 ．ｋｍ 円 ．ｋｍ 円

．ｋｍ 円 円 ．ｋｍ 円 ．ｋｍ 円 ．ｋｍ 円

．ｋｍ 円 円 ．ｋｍ 円 ．ｋｍ 円 ．ｋｍ 円

円

1 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

1

補助対象
経常収益
の見込額

補助金交付要綱別表２（注）４．の適用
がある場合

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外

のキロ程の比
率

計画実車走行
キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ’÷マ’

＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

北近畿

100.00% 87円.49銭 0円.00銭 0円.00銭

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ

ロ当たり経
常収益

ヤ”÷マ”
＝d

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれか
少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃改
定による増

収分
f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交付
要綱別表２

（注）４．の適
用後のキロ

当たり経常収
益

ノ'ーh＝ノ"

87円.49銭 87円.49銭 72円.87銭 87円.56銭 102円.06銭 7,554,6123,316,441円 45,509.0 km 4,096,960円 46,790.2 km

　　　円　　銭 　　　円　　銭 　　　円　　銭

　　　円　　銭

　　　円　　　銭

合計

　　　円　　　銭 　　　円　　銭 　　　円　　銭％ 　　　円　　　銭　　　円　　銭　　　円　　銭 　　　円　　銭

％ 　　　円　　　銭　　　円　　銭　　　円　　銭 　　　円　　銭

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

％ 　　　円　　　銭　　　円　　銭　　　円　　銭 　　　円　　銭

7,554,612

　　　円　　　銭 　　　円　　銭 　　　円　　銭 　　　円　　銭

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

21,037,037 18,280,037

北近畿

21,037,037 12,866,242 12,866,242 12,866,242 12,866,242 5,514,103 5,514 2,757.0

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

カ－ヨ＝タ

タ又はレのうちいず
れか少ないほうの

額

ム－ラ＝ウカ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ

ロック都道府県外
乗入部分及び他
路線との競合部
分以外に係るも

ソのうち補助ブロック
外乗入部分及び同一
補助ブロック都道府県
外乗入部分以外に係

るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村

合計 21,037,037 12,866,242 12,866,242 12,866,242 12,866,242 5,514,103

合計

負担割合

北近畿

1,378,500円 7.5%

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額

0円16,901,537円 92.5% 0.0% 0.0%

5,173,233円 50,685.9 km

86,348.3 km 28,591,649円 3,316,441円 45,509.0 km 4,096,960円 46,790.2 km 5,173,233円 50,685.9 km

86,348.3 km 28,591,649円

その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

5,514 2,757 21,037,037 18,280,037

0円

0円

0円

1,378,500円 7.5% 16,901,537円 92.5% 0円 0.0% 0円 0.0%
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(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

16.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

17.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額から左
記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 8.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下切り捨て）にて記載すること。

 7.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 8.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 9.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

10.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程
が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

11.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があると
きは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 6.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

 7.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基
準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し

18.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１／２０
に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

19.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

20.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

21.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

(2) 添付書類

12.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ程（リ）
－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

13.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

14.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキ
ロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

15.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。
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①地域間幹線系統の利用者増・収入増・効率化等に直接的に寄与する取組

取組項目 該当路線 取組年度 参画主体 取組内容 事業実績 R９年度以降の取組方針

一日フリー乗車券の販売 八田線 H6年度～

甲賀市、甲賀市
公共交通活性化
協議会、㈱シガ・
エージェントシス
テム、滋賀バス
㈱

市内コミバスを１日に限り５００円で乗り放題となる
フリー乗車券を販売

八田線全利用者数
 ・R7年度下半期48,451人
　　　　　（前年同時期比+2.4％)

引き続き取組実施

お試し自主返納にかかる
１日フリー券の配布

八田線 R7年度～

滋賀県警、甲賀
市、甲賀市公共
交通活性化協議
会、㈱シガ・エー
ジェントシステ
ム、滋賀バス
㈱、信楽高原鐵
道㈱

県警が実施する「運転免許お試し自主返納」に合
わせて参加者に対し、コミバス・信楽高原鐵道の１
日フリー乗車券を配布

１名 引き続き取組実施

デジタル定期券の販売 八田線 H6年度～

甲賀市、甲賀市
公共交通活性化
協議会、㈱シガ・
エージェントシス
テム、滋賀バス
㈱

専用のスマホアプリにおいてクレジットカード等で
定期券を購入可能

八田線全利用者数
 ・R7年度下半期48,451人
　　　　　（前年同時期比+2.4％)

引き続き取組実施

無料乗車券制度の実施 八田線 H26年度～

甲賀市、㈱シガ・
エージェントシス
テム、滋賀バス
㈱

７５歳以上の方、障がい者手帳を保持されている
方に対し、無料で乗車できる制度を実施

水口地域無料乗車券利用者数
　・R7年度下半期　27,069人
　　　　　（前年同時期比△3.6％)

引き続き取組実施

②その他交通ネットワーク全体の活性化や再編・利用促進につながる取組

取組年度 参画主体 取組内容 事業実績 R９年度以降の取組方針

H29年度～
バス協会・事業
者・市町・県

主に小学校等で交通環境学習を実施 R７：甲賀市内延べ９校、へ実施 引き続き取組実施

R3年度～ 甲賀市
市コミュニティバスの運行状況や運行時刻を分か
りやすく案内するために、庁舎、市内主要駅、医療
機関等にデジタルサイネージを設置。

4箇所 引き続き取組実施

R8年度～
甲賀市、甲賀市
公共交通活性化
協議会

市内の公共交通ネットワークの最適化、再構築を
図るため中間見直しを実施。

計画の進捗確認 引き続き取組実施地域公共交通計画の中間見直し

取組項目

学校等における交通環境学習

利用促進・啓発施策の展開

別 冊 資 料 ２
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【第５号議案】 地域内フィーダー系統確保維持国庫補助金の計画認定申請について 

1 

 

資料６ 

令和９年度地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金の計画認定申請について 

 

１ 令和９年度計画認定申請について 

本市コミバスは経費の増大や利用人数の減少により、その経営が厳しい状況であり、本市か

ら事業者に支出する補助金額についても増加が続いております。 

そのため、新しい収入の獲得が課題となっており、令和９年度（令和８年１０月～令和９年

９月分）に下記のとおり申請することで進めております。 

なお、申請内容について、現在、運行事業者や関係部局との調整を進めておりますので、申

請額等に軽微な変更が生じる可能性がありますが、事務局一任で申請をさせていただきたいと

考えております。 

 

申請概要 

① 申請する補助事業名称 

地域公共交通確保維持改善事業 「令和９年度地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金」 

② 申請する路線（系統） 

  甲賀流公共ライドシェア・・・土山地域で実証運行中である自家用有償旅客運送 

 

     申請期間 

   令和９年度分・・・令和８年１０月１日～令和９年９月３０日  

 

⑤ 運行状況 

・計画運行日数 ３６２日 

・計画運行回数 １,２９９回  

・運行事業者  ㈱シガ・エージェントシステム 

 

⑥ 申請書 

 別冊資料１のとおり 
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様式第１－１（日本産業規格Ａ列４番）  

甲地交協第     号  

令和８(2026)年 月 日  

 

 

国土交通大臣 殿  

 

 

                                  氏名又は名称 甲賀市地域公共交通活性化協議会  

                                  住    所 滋賀県甲賀市水口町水口 6053 

                                  代 表 者 氏 名  会長 伴 孝史  

 

 

 

地域公共交通計画認定申請書  

 

 

 

 地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり定

めたので、関係書類を添えて申請します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当】                

甲賀市地域公共交通活性化協議会事務局 

（甲賀市都市政策部交通政策課内）  

担当：垣山、小野山      

TEL．0748-69-2215 FAX．0748-63-4601 

Mail.  Koka10413000@city.koka.lg.jp 
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令和  年  月  日 

 

          甲賀市地域公共交通活性化協議会           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

合併前の旧土山町と旧水口町を結ぶ唯一の幹線交通である土山本線（バス）が、鉄道

がない旧土山町の生活に必要不可欠な交通として機能しており、交通結節点である旧水

口町の貴生川駅や市中心部の旧水口町へ向かう地域の通学・通勤を担う唯一の手段とし

て、重要な役割を果たしている。 

当該公共ライドシェアは、幹線交通とのネットワークを連携し、中心市街地と各地区

を結ぶ役割を担う。 

しかしながら、人口減少と自家用車の普及により、当市の公共交通機関の利用者は減

少を続け、収支悪化による行政負担の増加をはじめ、運行に様々な問題が発生している。  

また一部地域では、幹線交通の停留所まで遠く、交通手段が確保されておらず、住民

に不便を強いている状況にある。 

当該公共ライドシェアは令和８年９月で実証運行を終了することが決まっており、旧

土山町の住民の通学・通勤を中心とした生活に不可欠な当該公共ライドシェアを存続し

ていくことが必要である。 

このため、地域公共交通確保維持事業により、甲賀流公共ライドシェアを確保・維持

することで、住民の生活交通手段を存続する必要がある。 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

・甲賀流公共ライドシェア（チョイソコつちやま）の利用者数をＲ８年度実績と比較し

て１％以上増加させる。 

・甲賀流公共ライドシェア（チョイソコつちやま）の収支率をＲ８年度実績と比較して

１％以上増加させる。 

 

（甲賀市地域公共交通計画 Ｐ４０、４１ 参照） 

 

（２）事業の効果 

甲賀流公共ライドシェアを維持することにより、旧土山町の高齢者等の日常生活に必要

不可欠な移動手段が確保される。また、幹線・支線のネットワークが連携することで、

効率的な運行体系が実現できる。さらには、外出促進・地域活性化にもつながる。 

 

 

 

 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・地域の学校にモビリティマネジメントを行う。（甲賀市、事業者） 

（甲賀市地域公共交通計画 Ｐ55 参照） 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 
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表１を添付。 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 
  地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図る甲賀流公共ライドシェアについ

て、その運行に係る費用総額 17,160 千円を、甲賀市から運行事業者へ委託金額として負 

担することとしている。 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

 ・定量的な目標に関しては、原則、運行事業者や市から提供する資料を基に測定する。 

 ・定性的な目標に関しては、利用者アンケート（車内聞き取りアンケート等）を実施す 

  る。 

 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 
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10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

表５を添付。 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 
 ※該当なし 

  

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 
※該当なし 

 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 ※該当なし 

 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担
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額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

・令和８年６月２日（第１回） 協議会設立、事業内容について協議 

本事業の概要および地域公共交通計画の変更内容、申請書類について説明し、合 

意を得られた。 

 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

 車内アンケート調査等の結果、当該公共ライドシェアの維持存続を求める声が特に強

かったため、そちらに重点を置いた計画とした。 

 

  

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）滋賀県甲賀市水口町水口６０５３                 

（所 属）甲賀市地域公共交通活性化協議会事務局                 

（氏 名）小野山 忠司                 

（電 話）０７４８－６９－２２１５                 

（e-mail）koka10413000@city.koka.lg.jp                 
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 
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施
策
メ

ニ
ュ
ー

「
表

　
地
域

公
共
交

通
確

保
維
持

事
業
に

よ
る

維
持
確

保
を
目

指
す

系
統
の

概
要

等
」
P
.
5
0
の
と

お
り

）

（
第

３
号

関
係
）

地
域

公
共

交
通
確

保
維

持
事
業

に
よ
り

運
行

を
確

保
・
維

持
す
る

運
行

系
統
に

係
る
事

業
及

び
実

施
主
体

の
概
要

（
3
.
4
 
計
画

の
目
標

　
4
　

目
標

を
達
成

す
る
た

め
の

施
策
メ

ニ
ュ
ー

「
表

　
地
域

公
共
交

通
確

保
維
持

事
業
に

よ
る

維
持
確

保
を
目

指
す

系
統
の

概
要

等
」
P
.
5
0
の
と

お
り

）

（
第

４
号

関
係
）

地
域

公
共

交
通
計

画
の

区
域
内

全
体
に

お
け

る
地

域
旅
客

運
送
サ

ー
ビ

ス
の
利

用
者
の

数
、

収
支

、
費
用

に
係
る

国
又

は
地
方

公
共
団

体
の

支
出

の
額
そ

の
他
の

定
量

的
な
目

標
・
効

果
及

び
そ

の
評
価

手
法

（
3
.
4
 
計
画

の
目
標

　
P
.
4
0
、
4
1
の

と
お

り
）

補
助

要
綱
第

1
7条

第
1

項
に

規
定

す
る
事

項

7



表
１
　
地

域
公

共
交

通
確

保
維

持
事

業
に
よ
り
運

行
を
確

保
・
維

持
す
る
運

行
系

統
の

概
要

及
び
運

送
予

定
者

（
地

域
内

フ
ィ
ー
ダ
ー
系

統
）

年
度

起
点

経
由
地

終
点

運
行

態
様

の
別

基
準

ハ
で
該

当
す
る
要
件

（
別
表

７
・９

）

補
助

対
象

地
域
間

幹
線

系
統
等

と
接

続
の

確
保

基
準

ホ
で
該

当
す
る
要

件
（別

表
７
の

み
）

（
注

）

１
．
乗

用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運

行
の

場
合

は
、
「
運

行
系

統
名

等
」に

運
賃

低
廉

化
を
行

う
運

行
サ

ー
ビ
ス
の

名
称

を
記

載
す
る
こ
と
。

２
．
区

域
運

行
又

は
乗

用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運

行
の

場
合

は
、
運

行
系

統
の

「
経

由
地

」に
営

業
区

域
又

は
運

賃
低

廉
化

対
象

地
域

を
記

載
す
る
こ
と
と
し
、
「起

点
」
、
「
終

点
」及

び
「
系

統
キ
ロ
程

」
に
つ
い
て
記

載
を
要

し
な
い
。

３
．
「
系

統
キ
ロ
程

」
に
つ
い
て
は

、
小

数
点

第
１
位

（第
２
位

以
下

切
り
捨

て
）
ま
で
記

載
す
る
こ
と
。
な
お
、
循

環
系

統
の

場
合

に
は

、
往

又
は

復
の

ど
ち
ら
か

の
欄

に
キ
ロ
程

を
記

載
し
、
も
う
片

方
の

欄
に
「循

環
」
と
記

載
す
る
こ
と
。

４
．
「利

便
増

進
特

例
措
置

」及
び
「運

送
継

続
特

例
措
置

」に
つ
い
て
は
、
利

便
増
進

計
画
又

は
運

送
継

続
計
画

の
認

定
を
受
け
、
地
域

内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統

に
係
る
特

例
措

置
の
適

用
（
別

表
９
又

は
別

表
１
０
）を

受
け
て
補
助

対
象
と
な
る
場

合
の

み
「
○
」
を
記

載
す
る
こ
と
。

５
．
「
運

行
態

様
の

別
」に

つ
い
て
は

、
路

線
定

期
運

行
、
路

線
不

定
期

運
行

、
区

域
運

行
、
乗

用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運

行
の

別
を
記

載
す
る
こ
と
。

６
．
「
補

助
対

象
地

域
間

幹
線

系
統

等
と
接

続
の

確
保

」に
つ
い
て
は

、
地

域
内

フ
ィ
ー
ダ
ー
系

統
が

接
続

す
る
補

助
対

象
地

域
間

幹
線

系
統

又
は

地
域

間
交

通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
ど
の

よ
う
に
接

続
を
確

保
す
る
か

に
つ
い
て
記

載
す
る
こ
と
。

７
．
乗

用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運

行
の

場
合

は
、
「
運

行
系

統
名

」「
利

便
増

進
特

例
措

置
」に

つ
い
て
記

載
を
要

し
な
い
。

８
．
本

表
に
記

載
す
る
運

行
予

定
系

統
を
示

し
た
地

図
及

び
運

行
ダ
イ
ヤ
を
添

付
す
る
こ
と
。
乗

用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運

行
の

場
合

は
、
営

業
区

域
を
示

し
た
地

図
を
添

付
す
る
こ
と
。

回
日 日

回

日
回

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

(2
)

(4
)

(3
)

市
区

町
村

名
運

送
予

定
者

名
運
行

系
統

名
等

（
申

請
番

号
）

系
統

キ
ロ
程

㈱
シ
ガ
・
エ
ー
ジ
ェ
ン
ト

シ
ス
テ
ム

(1
)
甲

賀
流

公
共

ラ
イ
ド
シ
ェ
ア

土
山

町

(5
)

日
回

復
　
　
　
ｋ
ｍ

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

①

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

運
行

系
統

地
域
内

フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統

の
基
準

適
合

（
別

表
７
・
別
表

９
・
別

表
１
０
）

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

往
　
　
　
ｋ
ｍ

計
画

運
行

日
数

計
画

運
行

回
数

利 便 増 進 特 例 措 置

36
2
日

1
2
99

回
区

域
運

行

近
江
土

山
駅
及

び
土

山
地

域
市

民
セ
ン
タ
ー
で
補
助

対
象
地

域
間
幹

線
系
統

土
山

本
線
と

接
続

運 送 継 続 特 例 措 置
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表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。

（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交通
不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の合計
（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法律
（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名
等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する場
合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運
輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、特例を適用する場合に記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を基に
記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定年
月日及び特例適用開始年度

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

交通不便地域等

人　口 対象地区 根拠法

市区町村名 甲賀市

人　口

人口集中地区以外 70,029
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R8年10月 R8年11月
月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

1 2 3 4 1
5 2 2 2 4

5 6 7 8 9 10 11 2 3 4 5 6 7 8
4 6 4 5 2 2 2 6 6 4 2 2 2 4

12 13 14 15 16 17 18 9 10 11 12 13 14 15
4 6 4 5 2 2 2 6 6 4 2 2 2 4

19 20 21 22 23 24 25 16 17 18 19 20 21 22
4 6 4 5 2 2 2 6 6 4 2 2 2 4

26 27 28 29 30 31 23 24 25 26 27 28 29
4 6 4 5 2 2 6 6 4 2 2 2 4

30
6

R8年12月 R9年1月
月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

1 2 3 4 5 6 1 2 3
6 6 4 2 4 4

7 8 9 10 11 12 13 4 5 6 7 8 9 10
4 6 6 4 2 4 4 2 6 6 4 4 2 2

14 15 16 17 18 19 20 11 12 13 14 15 16 17
4 6 6 4 2 4 4 2 6 6 4 4 2 2

21 22 23 24 25 26 27 18 19 20 21 22 23 24
4 6 6 4 2 4 4 2 6 6 4 4 2 2

28 29 30 31 25 26 27 28 29 30 31
4 6 6 4 2 6 6 4 4 2 2

R9年2月 R9年3月
月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日
1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

4 5 4 3 3 3 3 6 6 6 6 5 3 2

8 9 10 11 12 13 14 8 9 10 11 12 13 14
4 5 4 3 3 3 3 6 6 6 6 5 3 2

15 16 17 18 19 20 21 15 16 17 18 19 20 21
4 5 4 3 3 3 3 6 6 6 6 5 3 2

22 23 24 25 26 27 28 22 23 24 25 26 27 28
4 5 4 3 3 3 3 6 6 6 6 5 3 2

29 30 31
6 6 6

R9年4月 R9年5月
月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

1 2 3 4 1 2
5 2 2 2 3 3

5 6 7 8 9 10 11 3 4 5 6 7 8 9
4 3 3 5 2 2 2 3 3 3 4 3 3 3

12 13 14 15 16 17 18 10 11 12 13 14 15 16
4 3 3 5 2 2 2 3 4 3 4 3 3 3

19 20 21 22 23 24 25 17 18 19 20 21 22 23
4 3 3 5 2 2 2 3 3 3 4 3 3 3

26 27 28 29 30 24 25 26 27 28 29 30
4 3 3 5 2 3 4 3 4 3 3 3

31
3

R9年6月 R9年7月
月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
3 3 4 5 3 3 3 5 2 2

7 8 9 10 11 12 13 5 6 7 8 9 10 11
5 3 3 4 5 3 3 3 3 4 3 5 3 2

14 15 16 17 18 19 20 12 13 14 15 16 17 18
5 3 3 4 5 3 3 3 3 4 3 5 2 2

21 22 23 24 25 26 27 19 20 21 22 23 24 25
5 3 3 4 5 3 3 3 3 4 3 5 3 2

28 29 30 26 27 28 29 30 31
5 3 3 3 3 4 3 5 2

R9年8月 R9年9月
月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

1 1 2 3 4 5
2 3 4 3 3 3

2 3 4 5 6 7 8 6 7 8 9 10 11 12
2 3 3 3 3 2 2 4 4 3 4 4 3 3

9 10 11 12 13 14 15 13 14 15 16 17 18 19
2 3 3 3 3 2 2 3 4 3 4 3 3 3

16 17 18 19 20 21 22 20 21 22 23 24 25 26
2 3 3 3 3 2 2 4 4 3 4 4 3 3

23 24 25 26 27 28 29 27 28 29 30
2 3 3 3 3 2 2 3 4 3 4

30 31
2 3

11月 30日 114.回

令和９年度事業 自治体名 甲賀市
系統番号
系統名

甲賀流公共ライドシェア 合計 362日 1299.回

10月 31日 109.回

12月 31日 136.回

1月 28日 104.回

2月 28日 100.回

3月 31日 154.回

4月 30日 91.回

5月 31日 99.回

6月 30日 110.回

7月 31日 100.回

8月 31日 79.回

9月 30日 103.回
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【第６号議案】 甲賀市地域公共交通計画の修正について 
 

1 
 

資料７ 

甲賀市地域公共交通計画の修正について 

 

第４号・第５号議題のとおり、「地域間幹線系統国庫補助金」及び「地域内フィーダー系統確

保維持国庫補助金」の認定を目指し、計画認定申請するにあたり、以下のとおり計画を修正し

ます。 

P４８～ 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 



【第６号議案】 甲賀市地域公共交通計画の修正について 
 

2 
 

（変更前） 
【運行概要】（令和 7 年(2025)年 4 月 1 日現在） 

名称 経路 運行会社 運行日 運行回数 運行時間帯 

起点 経由 終点 始発 終着 

幹線 

土山本線 貴生川駅 新水口 田村神社 SAS・SB 毎日 16.5 回 6：15 21：09 

 水口東高  6 回 7：22 20：35 

 区間急行  SAS 1 回 6：35 7：25 

 甲賀病院  1 回 13：40 17：04 

 

 

 

（変更後） 

【運行概要】（令和 8 年(2026)年 4 月 1 日現在） 

名称 経路 運行会社 運行日 運行回数 運行時間帯 

起点 経由 終点 始発 終着 

幹線 

土山本線 貴生川駅 新水口 田村神社 SAS・SB 毎日 12.5 回 6：05 21：09 

 水口東高  5.5 回 7：10 20：07 

 区間急行  SAS 0.5 回 6：55 7：25 

 甲賀病院  2.5 回 8：10 15：13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【第６号議案】 甲賀市地域公共交通計画の修正について 
 

3 
 

（新規） 

 

【系統の概要】 

路線 八田線（下田―貴生川駅間） 

位置づけ 幹線 

（3.3 「図 将来の地域公共交通ネットワークのイメージ図」（P.38） のとおり） 

役割 八田線は甲賀市水口町と湖南市下田を主に水口町八田や第三水口台を経由地とし

て結ぶ路線である。 

湖南市下田や水口町八田、第三水口台は、多くの住居地が立地し、交通結節点であ

る旧水口町の貴生川駅や市中心部の旧水口町へ向かう地域の通学・通勤を担う。 

（3.3 「図 将来の地域公共交通ネットワークのイメージ図」（P.38） のとおり） 

事業の 

必要性 

交通結節点である旧水口町の貴生川駅や市中心部の旧水口町へ向かう地域の通

学・通勤を担う重要な役割を果たしており、最寄り駅の遠い湖南市下田や水口町

八田、第三水口台に在住している方の生活の生命線として存続させる必要があ

る。しかし、自治体や事業者の運営努力だけでは路線の維持が難しく、地域公共

交通確保維持事業により運行を確保・維持する必要がある。 

目標 （3.4 計画の目標 のとおり） 

事業概要 

実施主体 甲賀市 

（運行は、滋賀バス株式会社（SB）に委託） 

運行態様 路線定期運行 

事業区分 道路運送法第４条 一般乗合旅客自動車運送事業 

車両 大型バス・中型バス・小型バス・乗用タクシー車両 

運賃 大人２５０円（均一運賃） 

資金調達

（予定） 

国庫補助金（地域間幹線系統補助金） 

滋賀県補助金・甲賀市補助金 

 

 

【運行概要】（令和 8 年(2026)年 4 月 1 日現在 

名称 経路 運行会社 運行日 運行回数 運行時間帯 

起点 経由 終点 始発 終着 

幹線 

八田線 貴生川駅 綾野 下田 SB 

 

毎日 4 回 7：40 18：59 

松尾 1 回 7：10 18：17 

八田 1 回 10：30 12：09 

平町 1.5 回 8：40 18：07 

平和堂 1.5 回 11：30 16：36 

 

 

 

 

 

 



【第６号議案】 甲賀市地域公共交通計画の修正について 
 

4 
 

（新規） 

 

路線 甲賀流公共ライドシェア（チョイソコつちやま） 

位置づけ 支線 

（3.3 「図 将来の地域公共交通ネットワークのイメージ図」（P.38） のとおり） 

役割 合併前の旧土山町と旧水口町を結ぶ唯一の幹線交通である土山本線（バス）が、鉄

道がない旧土山町の生活に必要不可欠な交通として機能しており、交通結節点で

ある旧水口町の貴生川駅や市中心部の旧水口町へ向かう地域の通学・通勤を担う

唯一の手段として、重要な役割を果たしている。 

当該公共ライドシェアは、幹線交通とのネットワークを連携し、中心市街地と各地

区を結ぶ役割を担う。 

（3.3 「図 将来の地域公共交通ネットワークのイメージ図」（P.38） のとおり） 

事業の 

必要性 

人口減少と自家用車の普及により、当市の公共交通機関の利用者は減少を続け、

収支悪化による行政負担の増加をはじめ、運行に様々な問題が発生している。  

また一部地域では、幹線交通の停留所まで遠く、交通手段が確保されておらず、

住民に不便を強いている状況にある。 

当該公共ライドシェアは令和８年９月で実証運行を終了することが決まってお

り、旧土山町の住民の通学・通勤を中心とした生活に不可欠な当該公共ライドシ

ェアを存続していくことが必要である。 

このため、地域公共交通確保維持事業により、甲賀流公共ライドシェアを確保・

維持することで、住民の生活交通手段を存続する必要がある。 

目標 （3.4 計画の目標 のとおり） 

事業概要 

実施主体 甲賀市 

（運行は、株式会社シガ・エージェントシステム（SAS）に委託） 

運行態様 区域運行 

（甲賀市土山町全域を３エリア（大野、土山、山内・鮎河）に分けて運行。ただし、３エリア間をまた

ぐ移動も可能。事前予約制。） 

事業区分 道路運送法第７８条第２号 自家用有償旅客運送事業 

車両 普通乗用車 

運賃 大人２５０円（均一運賃） 

２５０円（２エリア） 

７５０円（３エリア） 

資金調達

（予定） 

国庫補助金（交通空白解消緊急対策事業補助金） 

甲賀市委託金 
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様式第１－２（日本産業規格Ａ列４番） 

  甲地公協第    号 

令和８年  月  日 

 

 国土交通大臣 殿 

 

 

滋賀県甲賀市水口町水口６０５３番地 

甲賀市地域公共交通活性化協議会   

                                会 長 伴 孝 史 

 

地域公共交通計画変更認定申請書 

 

 

 令和  年  月  日付け  第  号で国土交通大臣より認定された地域公共交通計

画を別紙のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。 

 

 

○ 変更日 

  令和８年 月 日（ ） 

 

 

○ 変更箇所 

  地域公共交通計画別紙及び添付書類 

 

 

○ 変更理由 

  

・令和８年４月１日コミュニティバス運行に係るダイヤ改正による運行回数の変更のため。 

・八田線の地域間幹線系統新規認定申請のため。 

・甲賀流公共ライドシェアの地域内フィーダー系統新規認定申請のため。 

   

 

 ※本申請書に、変更する事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。 

 ※「変更理由」は、具体的に記述すること。 

 甲賀市地域公共交通活性化協議会事務局 

（甲賀市交通政策課内）担当：藤谷、小野山 

TEL.0748-69-2215   FAX.0748-63-4601 

E-Mail:koka10413000@city.koka.lg.jp 

 


